






































　特別課税は国の平成 23 年度第 3 次補正予算（23
年 11 月 21 日成立）における約 11.6 兆円の復興
国債（復興債）による歳入確保に伴って決定され












総合政策　第 17 巻第１号（2015）pp. 91－105
Journal of Policy Studies
＊　岩手県立大学総合政策学部　〒 020-0693　岩手県滝沢市巣子 152-52
－ 92 － － 93 －
総合政策　第 17 巻第１号（2015） 





































































が初めて議題になったのは平成 23 年 7 月 15 日の
23 年度第 6 回であり、そして、「復興の基本方針」
の公表をもって議論が本格化する。9 月 16 日の



















































































めないケースである。所得税は 5 年・年 11％あ
るいは 10 年・年 5.5％（税収計 7.5 ～ 8.0 兆円）、




税は 5 年・年 9.5％あるいは 10 年・年 4％（税収
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計 6.0 ～ 6.5 兆円）、法人税は 3 年・年 10％（計 2.4
兆円前後）、加えてたばこ税（または酒税、揮発
油税等、計 0.9 ～ 1.7 兆円）である。
　③消費税の段階的引上げ分を復旧・復興費用に
充当するケースであり、「6.3 兆円 / 年（3％）× 1.5
年＝ 9.5 兆円」とする。
　①～③のいずれも平成 23 年度税制改正事項で





均等割を年 2,000 円引上げ、5 年間の措置期間と
するか、あるいは年 1,000 円引上げ、10 年間とす
る。また、個人住民税に加えて地方たばこ税にも
負担を求める第二のケースもあげられている。地

































礎的財政収支の赤字対 GDP 比を 10 年度の水準
から半減）との関係に留意する。





































しつつ、法人税 3 年、地方税 5 年とする。実施時
期は経済の復興状況や周知期間等に配慮し、法人
税付加税（10％）は平成 24 年 4 月から、所得税
付加税（4.0％、10 年間）は 25 年 1 月から、個人
住民税均等割の引上げ（500 円 / 年、5 年間）は
26 年 6 月から、たばこ臨時特別税（地方分とと
もに各々 1 円 / 本）等は 24 年 10 月からとする。
また、給与所得控除等の見直しによる増収分を財
源措置として活用し、所得税については平成 24
年から 5 年間、個人住民税は 25 年度から 4 年間
とする。
　こうした所得税と法人税を中心とする税制措
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1 億円以下、所得金額・年 800 万円以下）は 18％
（本則 22％）から 15％（同 19％）に引下げられ





























は付加税による 2.4 兆円（年 8,000 億円）という
ことである 9）。この 2.4 兆円に復興特別所得税の
増収見込額 7.3 兆円を足すと、9.7 兆円となる。
　ただし、与党の平成 26 年度税制改正大綱（25















税制調査会（9 月 16 日）と民主党税制調査会の









は平成 24 年 8 月に成立していたが、それにした
がって、26 年 4 月に税率 8％に引上げられた。周






となり、平成 26 年度から 35 年度までの 10 年間、
年 1,000 円の引上げとなっている。増収見込額は
6,000 億円（年 600 億円）である。また、個人住
民税の所得割における退職所得の 10％税額控除
の廃止が平成 25 年 1 月からスタートし、その増


































歳入額 5 兆 222 億円のうち①復興特別所得税は
511 億円、②復興特別法人税は 6,493 億円、合計
7,005 億円である（表 3）。その他の主な歳入は公
債金 2 兆 3,032 億円、一般会計より受入 1 兆 9,999
億円である。平成 25 年度決算をみると、6 兆 7,703
億円のうち① 3,338 億円、② 1 兆 2,043 億円、合
計 1 兆 5,381 億円である。その他の主な歳入は一
般会計より受入が 3 兆 1,769 億円で、公債金は
ゼロとなっている。平成 26 年度当初予算では①







分 89 億円＋申告所得分 27 億円）、②復興特別法
人税は 271 億円である。全国ベースで① 3,618 億
円（＝ 3,034 億円＋ 584 億円）、② 1 兆 2,139 億円
であるので、3％、2％を占めるにすぎない。これ
に対して東京国税局は① 1,841 億円（＝ 1,605 億
円＋ 236 億円）、② 6,888 億円で、51％、57％を
占める。大阪国税局は① 519 億円（＝ 434 億円＋










平成 24 年度決算 511 6,493
平成 25 年度決算 3,338 12,043
平成 26 年度予算 3,083 4,298
（出所）復興庁ホームページより筆者作成。
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いないし、安倍政権下で 19 兆円から 25 兆円に増
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の相違は既述したが、平成 27 年 6 月 1 日現在、
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興特別法人税の増収見込額 7.3 兆円、2.4 兆円の
一部をひとまず恒久的な基金制度の財源の一部に
















































































































ず、11 月 8 日に復興債の償還期間について、政府案
の 10 年から 25 年に延長することで合意し、10 日には、
復興財源の税制措置の税目からたばこ税を外した。そ
の際、所得税について、付加税を 2.1％（25 年 1 月か
ら 49 年 12 月まで）、また、個人住民税について、①
均等割の引上げを年 1,000 円（26 年 6 月から 36 年 5
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県行財政の実態と課題―2011 ～ 13 年度を中心に―」（日
本地方財政学会第 23 回大会報告論文）。
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